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～伊万里サステイナブル・フロンティア知的特区～
（平成15年11月認定）

実施主体：佐賀県伊万里市
佐賀大学海洋エネルギー研究センター及び株式会社

ゼネシス温度差発電研究・開発センターを核として、伊
万里市内において知的基盤を形成するとともに、産学官
の連携により、持続的な地域経済社会の活性化を図る。
また、再生可能エネルギーの分野で世界をリードする

「持続可能な開発」の技術の高度化と集積を目指す。

研究開発用海水温度差発電設備の法定検査手続不要化事業（特例措置番号1123）
（平成１５年7月措置）

＜これまで＞
バイナリ―発電所を含め、汽力を原動力とする発電所について、設置者は工事計画を国に届出し、届

出をした発電所について使用前安全管理審査を受審しなくてはならない。また、使用圧力が一定の圧
力以上の発電設備等について、設置者は溶接安全管理審査及び定期安全管理審査を受けなくては
ならない。

＜主な要件＞
○研究開発を目的として設置される、海水温度差を利用して発電するバイナリー発電設備で

あること。
○電気事業法39条第1項の技術基準に適合することを確保するために、研究開発の実施主体に
専門家委員会が設置されていること。

○検討及び評価が適切になされる体制及び方策並びにこれらに係る事項が保安規程に定められ
ていること。

研究目的の海洋温度差発電設備において、法定検査手続を不要とすることができる。

＜取り巻く環境の変化＞
海水温度差発電設備の開発が特に必要である地域などにおいて、研究開発の円滑化及
び促進が期待されている。

構
造
改
革
特
区
の
活
用

＜関係法令等＞
電気事業法施行規則第65条第１項第１号、第79条第１項第１号、第94条

◎実際の取組事例

認定計画数：１件（累計）
１件（令和５年３月末現在）
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令和４年度調査報告（規制の特例措置用）

１． 関係府省庁名 経済産業省 産業保安G 電力安全課
２． 特例措置番号 1123
３． 特定事業の名称 研究開発用海洋温度差発電設備の法定検査手続不用化事業

４． 弊害の発生に関する調査

① 調査内容
・規制緩和により、発電設備の安全性は保たれているのか。
・規制緩和が研究開発の促進にどれほど寄与しているか。また、本研究の全国展開の目処はいつ頃
か。

② 調査方法
・伊万里市に対して、研究の現状や規制緩和による弊害の有無について、書面による調査を実施。
・佐賀大学、（株）ゼネシスに対して、研究の現状や規制緩和による弊害、全国展開について、佐賀大
学研究本部と伊万里サテライトにて現地調査を実施。

③ 調査対象
・伊万里市
・佐賀大学
・（株）ゼネシス

④ 調査の実施時期

・調査票の配布 令和４年１２月
・現地調査 令和４年１２月
・調査票の回収 令和５年１月
・調査結果のとりまとめ 令和５年１月

⑤ 調査結果

・規制緩和による事故（感電、火災など）や設備の故障による作動流体の漏洩等はなかった。また、
法令上は、特例措置により実施の必要がない検査についても、一定の年限（4年又は8年）を定めて
自主的に実施しているなどの取組により、安全は保たれていた。
・規制緩和により経費の削減を実現し、研究に費やす時間を増やすことができ、その結果として新し
い方式の発電技術を開発するなどの成果が表れていた。海洋温度差発電の研究は海外に比べて
リードしており、国際的に高く評価されている。また、今後の予定としては、久米島で１MWの設備を
2026年までに建設することを計画している。

⑥

特区において適用
された規制の特例
措置による弊害の
発生の有無

無し。

⑦
全国展開により発
生する弊害の有無

本設備においては、国が同意した特区計画に記載された専門家委員会の設置・開催を特例措置の
要件の一つとした上で、設備の安全性が担保されているところ。このため、全国展開により、特区計
画に対する国の同意無しで全ての設備の規制を緩和することになれば、安全性が担保されなくなる
可能性が否定できない。
加えて、本設備の設置者は、本来特例措置により省略することが認められている自主検査について
も定期的に実施している。従って、かかる自主検査によって、これまで特段の弊害無く安全性が担保
されてきているとも考えられる。
よって、本特例措置をただちに全国展開することは困難であり、今後の運転状況も踏まえつつ、引き
続き、適切な規制のあり方について検討していくことが望ましい。

⑤関係府省庁による調査結果
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１１２３ 研究開発用海水温度差発電設備の法定検査手続不要化事業 

 

１．特例を設ける趣旨 

海水温度差発電設備の開発が特に必要である地域などにおいて、十分な安全

を確保するための適切な代替措置を講ずることにより保安レベルを維持した上

で、電気事業法に基づく工事計画の届出や安全管理検査の実施の対象としない

特例措置を設けることにより、海水温度差発電設備に関する研究開発の円滑化

及び促進を図るものです。 

 

２．特例の概要 

研究を目的として設置される一定の要件を満たす海水温度差発電設備は、技

術基準への適合性を確保するため研究開発の実施主体に専門家委員会が設置さ

れているなど、検討及び評価が適切になされる体制及び方策、並びにこれらに

係る事項が保安規程に定められている場合は、当該研究実施期間に限り、工事

計画届出、使用前安全管理検査、溶接事業者検査及び定期安全管理検査を不要

とすることができる。 

 

３．基本方針の記載内容の解説 

①『出力が１００キロワット未満であること』 

  『電線路（当該設備が発電に係る電気を受電するための電線路を除く。）によ

り当該設備を設置する構内以外の電気工作物と電気的に接続されていないこ

と。』 

仮に機器に不具合が生じた場合にも、電気事故、電気影響等を限定的にす

る観点から、出力及び電気的環境について制限しています。 

「電線路（当該施設が発電に係る電気を受電するための電線路を除く）に

より当該施設を設置する構内以外の電気工作物と電気的に接続されていな

い」とは、本実験を行うためにのみ使用される電気設備等であって、一般の

電力系統と電気的に接続されていない又は技術的に接続されないことを示し

ます。なお、発電設備の起動時等に外部から受電する必要がある場合をかん

がみ、当該設備が電気を受電するための電線路は除いています。 

 ②『当該設備が電気事業法第３９条第１項に規定する技術基準に適合すること

を確認するために設置される次に掲げる分野の専門家により構成される委員

会に関する事項』 

   研究開発の実施主体が、国への工事計画の届出や、国等による各種安全管

理検査を必要としなくとも、安全を確保するための検討及び評価を実施し、 

  電気事業法第３９条に基づく技術基準への適合性を判断するために、各分野
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の専門家からなる委員会の設置を求めるものです。 

 

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

当該特例について、特区計画に特に記載すべき事項は次のとおりです。 

・特区計画の別紙「４ 特定事業の内容」の欄に、基本方針の「特例措置の内

容」の「２．構造改革特別区域計画に定める事項」が記載されていること。 

 

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 

特になし 
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番号
都道府
県名

申請地方
公共団体

名
特区の名称 区域の範囲 特区の概要

規制の特
例措置の
番号

規制の特例措置の名称 認定回

1 佐賀県 伊万里市
伊万里サステイナ
ブル・フロンティア
知的特区

伊万里市の全
域

本計画は、佐賀大学海洋エネルギー
研究センター及び株式会社ゼネシス温
度差発電研究・開発センターを核として、
伊万里市内において知的基盤を形成す
るとともに、産学官の連携により、持続
的な地域経済社会の活性化を図るもの
である。
また、再生可能エネルギーの分野で世

界をリードする「持続可能な開発」の技術
の高度化と集積及びその実証によって、
成果を隣接の地域、さらには全国に波及
させ、閉塞的なわが国の経済を活性化
することを目指すものである。

504
1123

・特定事業等に係る外国人
の入国・在留諸申請優先処
理事業
・研究開発用海水温度差発
電設備の法定検査手続不要
化事業

第３回

⑧規制の特例措置を適用した特区計画の一覧
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① 別表１の番号 1123

② 特定事業の名称 研究開発用海水温度差発電設備の法定検査手続不要化事業
③ 措置区分 省令

④
特区における規
制の特例措置の
内容

一定の要件を満たす研究開発用海水温度差発電設備の発電実験について、工事計画の
届出及び使用前安全管理検査、定期安全管理検査、溶接安全管理検査を、研究開発の
実施期間に限り不要とする。

⑤ 評価 その他（発電設備の運転が開始された時点で評価を行う。）

⑥
⑤の評価の判断
の理由等

全国展開により発生する弊害の有無について
現時点では判断できない。

⑦ 今後の対応方針

規制所管省庁によれば、発電設備の運転が未だ開始されていないため、弊害の発生の有
無を判断する段階にないとのことである。実施主体によれば、平成１９年６月頃までに、発電
設備の設置を行う予定とのことである。これに対して、本特例措置は、過去２回の評価にお
いても、発電設備の運転開始時期の延期により判断留保とされてきた経緯があり、特区計
画が円滑かつ確実に実施されるよう、求めていくべきとの意見があった。
発電設備の運転が開始された時点で、再度全国展開に関する評価を行い、特段の問題が

なければ規制所管省庁において全国展開を行うこと。また、全国展開に当たっては、他の温
度差発電についても同様に規制緩和できないか、検討を行うこと。
なお、1142研究開発用温泉熱利用発電設備の法定検査手続不要化事業について本特例

措置に先行して発電設備の運転が開始された場合には、両特例措置について同時に全国
展開に関する評価を行うこと。

⑧
全国展開の実施
内容

－

⑨
全国展開の実施
時期

－

評価意見

⑨参考：平成18年度下半期の評価意見
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平成18年度［下半期］調査報告（規制の特例措置用）

１． 規制所管省庁名 経済産業省
２． 特定事業の番号 1123
３． 特定事業名 研究開発用海水温度差発電設備の法定検査手続不要化事業

４． 弊害の発生に関する調査

４－１ 調査（その１）
※複数の弊害を想定して調査を行った場合は、弊害ごとに４－２以降同様の様式を用いて記述
すること。

① 調査内容
ボイラ・管等の破損による作動流体（アンモニアと水の混合物）の漏えいや、発電機の破損によ
る感電・火災等の事象が、法定検査を省略することにより発生していないかを確認する。

② 調査方法
発電設備の運転状況（発電機の設置状況を含む）、専門家委員会の開催状況等について、現地
での設備確認とヒアリングにより調査を実施した。

③ 調査対象 佐賀大学海洋エネルギー研究センター

④ 実施スケジュール 平成18年10月26日 現地での設備確認とヒアリング

⑤ 調査結果
発電設備の運転は未だ開始されていない。
専門家委員会における審議、承認を経て、平成19年6月頃までに、発電設備の設置を行う予定
とのこと。

⑥

特区において適
用された規制の
特例措置による
弊害の発生の有
無

発電設備の運転が未だ開始されていないため、弊害の有無を判断する段階にない。

⑦
全国展開により
発生する弊害の
有無

発電設備の運転が未だ開始されていないため、全国展開により発生する弊害の有無について、
現時点では判断できない。

５． その他の調査
５－１ 調査（その１） ※複数の調査を行う場合は、５－２以降同様の様式によること。
① 調査内容 ー

② 調査方法 ー

③ 調査対象 ー

④ 実施スケジュールー

⑤ 調査結果 ー

⑪参考：関係府省庁による調査結果（平成18年度下半期）
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特例措置番号１３０８の関連資料 

 

① 評価対象となる規制の特例措置の概要 ・・・・・・・・・・・・・・１ 

② 調査計画の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

③ 調査結果の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

④ 評価・調査委員会による調査結果【審議事項】 ・・・・・・・・・・４ 

⑤ 関係府省庁による調査結果【審議事項】 ・・・・・・・・・・・・・８ 

⑥ 評価対象となる規制の特例措置の基本方針別表１ ・・・・・・・・・１５ 

⑦ 評価対象となる規制の特例措置の認定申請マニュアル ・・・・・・・１６ 

⑧ 規制の特例措置を適用した特区計画の一覧 ・・・・・・・・・・・・１７ 

⑨ 参考：ニーズ調査結果（平成 19年度） ・・・・・・・・・・・・・・１８ 
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令和４年度調査報告（規制の特例措置用）

１． 関係府省庁名 環境省
２． 特例措置番号 1308
３． 特定事業の名称 特別管理産業廃棄物の運搬に係るパイプライン使用の特例事業

４． 弊害の発生に関する調査

① 調査内容

（特例事業利用者及び認定自治体）
・特例事業の実施状況
・規制の特例措置による弊害の発生の有無

（特例事業を実施していない自治体（都道府県））
・特定事業を実施できない、もしくはしない理由

② 調査方法 ・電子メールによる書面調査

③ 調査対象
・実利用者（処理業者１件、排出事業者１件、大分市）
・地方公共団体（都道府県）

④ 調査の実施時期 令和４年11月14日～令和５年１月11日

⑤ 調査結果

【別紙】参照。

⑥

特区において適用
された規制の特例
措置による弊害の
発生の有無

特になし。

⑦
全国展開により発
生する弊害の有無

実利用者である処理業者、排出事業者及び大分市からの回答からは全国展開に伴う弊害は特に無
い。

⑤関係府省庁による調査結果
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調査結果の概要 
 

特例措置１３０８ 「特別管理産業廃棄物の運搬に係るパイプライン使用の特例事業」 

（令和５年１月 11 日現在の特区としての実施数：１） 

 

＜調査対象、方法及び結果＞ 

・ 本特例措置の要件である、石油コンビナート等災害防止法に規定する石油コンビナー

ト等防災計画を作成している３３道府県（特区窓口又はコンビナート事務担当）に対し

て、本特例措置の活用についてアンケートを実施した。アンケートの結果、すでに利用

している大分県以外は全て「活用するつもりはない」といった回答であった。 

＜実施が低調な主な原因・理由等＞ 

・ 本特例措置に係る特区認定が少ない原因・理由等として、調査した地方公共団体は、

次のことを挙げている。 

① 該当する施設や事業者が存在しない。また、存在したとしても企業側からの要望や

ニーズがない。 

② そもそも、特別管理産業廃棄物の排出量が少ないため、必要がない。 

③ 特例措置を適用するためには、莫大な投資を必要とするが、それに見合うだけの効

果が得られるという確証はなく、また管理上の問題も生じてしまう。 

 

＜現行規制の概要＞ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」と

いう。）第６条の５第１項第１号の規定によりその例によることとされた令第４条の２第

１号ハただし書の規定による環境省令で定める場合は、消防法（昭和２３年法律第１８６

号）第２条第７項に規定する危険物である特別管理産業廃棄物を、危険物の規制に関する

政令（昭和３４年政令第３０６号）第３条第３号に規定する移送取扱所において収集又は

運搬する場合とする。 

＜特例措置の概要＞ 

地方公共団体が、構造改革特別区域内において、人の健康の保持又は生活環境の保全上

支障を生じないものとして、異なる種類の特別管理産業廃棄物がパイプライン内で混合し

ないこと、パイプラインから廃棄物が飛散し、流出し又は悪臭が漏れるおそれがないこと

及び石油コンビナート等災害防止法に規定する石油コンビナート等防災計画が作成された

区域内にパイプラインが設置されるものであることを満たすと認め、内閣総理大臣の認定

を申請し、その認定を受けたときは、特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に運搬用パイプ

ラインを用いることができることとする。 
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（６）このほか、特区計画を実施するにあたり、問題が生じた点、今後の課題となる点、疑

問点、全国展開に伴う点などについて。（自由記述） 

（回答）特に有りません。 

 

【大分市】 

（１）排出事業者又は中間処理業者において、環境法令違反はありましたか。ある場合は、

違反者、時期、違反した法令、内容、市の対応状況、結果について記載してください。 

（回答）違反はなかった。 

 

（２）周辺住民から排出事業者又は中間処理業者に対して、生活環境に関する情報等はあり

ましたか。ある場合は、情報の対象者、時期、情報の内容、市の対応状況、結果について記

載をしてください。 

（回答）特になし。 

 

（３）特区計画の実施に関して、大分県、排出事業者又は中間処理業者と情報交換をしてい

ますか。情報交換をしている場合は頻度、内容等について具体的に記載してください。 

（回答）特にしていない。 

 

（４）環境保全の観点から、特区計画を実施したことについて成果はありましたか。具

体的に記載してください。 

（回答）特にない。 

 

（５）環境保全の観点から、特区計画を実施したことについて弊害が生じましたか。具

体的に記載してください 

（回答）特にない。 

 

（６）特区が全国展開された場合、何らかの成果、弊害が生じると考えられますか。具体的

に記載してください。 

（回答）特にない。 

 

（７）このほか、特区計画を実施するにあたり、問題が生じた点、今後の課題となる点、疑

問点、全国展開に伴う点などについて、自由に記載ください。（自由記述） 

（回答）未記載。 
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番号 1308

特定事業の名称 特別管理産業廃棄物の運搬に係るパイプライン使用の特例事業

措置区分 省令

特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第８条の７

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号。以下「令」と
いう。）第６条の５第１項第１号の規定によりその例によることとされた令第４条
の２第１号ハただし書の規定による環境省令で定める場合は、消防法（昭和23年法
律第186号）第２条第７項に規定する危険物である特別管理産業廃棄物を、危険物
の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）第３条第３号に規定する移送取扱所
において収集又は運搬する場合とする。

特例措置の内容 地方公共団体が、構造改革特別区域内において、人の健康の保持又は生活環境の保
全上支障を生じないものとして、異なる種類の特別管理産業廃棄物がパイプライン
内で混合しないこと、パイプラインから廃棄物が飛散し、流出し又は悪臭が漏れる
おそれがないこと及び石油コンビナート等災害防止法に規定する石油コンビナート
等防災計画が作成された区域内にパイプラインが設置されるものであることを満た
すと認め、内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、特別管理産業
廃棄物の収集又は運搬に運搬用パイプラインを用いることができることとする。

同意の要件 特になし

特例措置に伴い必
要となる手続き

特になし

⑥評価対象となる規制の特例措置の基本方針別表１
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１３０８ 特別管理産業廃棄物の運搬に係るパイプライン使用の特例事業

１．特例を設ける趣旨

特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に運搬用パイプラインを用いることは

原則として認められていませんが、特区内に限り、一定の要件を満たす場合に

は、特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に運搬用パイプラインを用いることが

できることとするものです。

２．特例の概要

特別管理産業廃棄物は、爆発性、毒性等人の健康又は生活環境に係る被害を

生ずるおそれがあるため、収集又は運搬に運搬用パイプラインを用いることは

認められていません。しかし、特区内に限り、一定の要件を満たし、人の健康

の保持又は生活環境の保全上支障を生じないと認められる場合に、特別管理産

業廃棄物の収集又は運搬に運搬用パイプラインを用いることができることと

するものです。 

３．基本方針の記載内容の解説

特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に運搬用パイプラインを用いる場合、人

の健康の保持又は生活環境の保全上支障を生じないよう、次の要件を満たす必

要があります。 

（１）異なる種類の特別管理産業廃棄物がパイプライン内で混合しないこと。

（２）特別管理産業廃棄物がパイプラインから飛散し、流出し、悪臭が漏れる

おそれがないこと。

（３）石油コンビナート等災害防止法に規定する石油コンビナート等防災計画

が作成された区域内にパイプラインが設置されること。

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点

特になし

５．当該特例に関して特に必要な添付書類

特になし
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番号
都道府県

名

申請地方
公共団体

名
特区の名称 区域の範囲 特区の概要

規制の特
例措置の
番号

規制の特例措
置の名称

認定回

1 大分県 大分県
大分臨海コンビ
ナート活性化特
区

大分市の区域の一部
（大分川右岸以東の
大分都市計画区域で
定める工業専用地域
及び工業港区に指定
された工業地域）

大分臨海コンビナート地区
は、九州唯一の石油精製所
や石油化学コンビナート、国
内屈指の製鉄所等が集約さ
れた日本でも数少ない、バラ
ンスのとれた臨海工業地帯を
形成している。しかし、近年、
中国をはじめとしたアジアに
おける素材産業の台頭は著
しく、国際競争力の強化に向
けたコンビナート地区の活性
化が必要である。このため、
コンビナート地区立地企業と
大分県とが連携して、規制緩
和やエネルギーの相互融通
等に取り組むことにより、コン
ビナート地区の産業構造の高
度化や省資源化、新規事業
の誘発を促進し、大分県の経
済活性化を図る。

1308

・特別管理産業
廃棄物の運搬
に係るパイプラ
イン使用の特例

第１１回

⑧規制の特例措置を適用した特区計画の一覧
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